
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00456 事務事業名 消費者行政推進事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4614

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
消費者基本法第4条、消費者安全法第4条、消費者教育の推進に関する法律第5条、地方消費者行政
活性化基金管理運営要領、北海道消費者行政活性化事業補助金交付要綱、北広島市消費生活セン
ター条例

事務事業開始年度 昭和54年

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   3  章） 美しい環境につつまれた安全なまち

（第   8  節） 消費生活の安定

（施策   1　） 消費者教育の拡充

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 市民(消費者)

3 目的と内容

消費生活全般に関する相談や苦情に的確かつ迅速に対応するため、専門相談員による消費生活相談を実施し、消費
者被害の未然防止と拡大防止を図る。また、北海道消費者行政推進事業補助金を活用し、地域社会における消費者
問題解決力の強化を図る。
※地方の消費者行政に対する国からの財政支援は、今後順次終了し、地方自治体の自主財源化が進むことになって
いるため、その具体的な動向に十分留意する。（現行の道補助金については、今後、段階的に活用期間が終了してい
く。）

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

(１)消費生活相談員の配置、消費生活相談（常設）の実施
(２)弁護士を講師とする消費生活相談員法律研修の実施
(３)地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業の実施(消費生活展への参画等による啓発)

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様であるが、消費者を取り巻く状況の変化に留意しながら事業を推進していく。

(１)消費生活相談員の配置、消費生活相談（常設）の実施
(２)弁護士を講師とする消費生活相談員法律研修の実施
(３)地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業の実施
　　-①消費生活展への参画等による啓発　　-②消費者被害防止ネットワーク会議の開催

(１)-①消費生活センターにおけ
る相談の実施
　　-②センター機能の整備（タ
ブレット配備）
(２)相談員研修の実施
(３)-①消費生活展への参画等
による啓発
　　-②消費者被害防止ネット
ワークの検討

(１)-①平日10：00～15：00開設
　　-②センター機能の整備（タ
ブレット配備）
(２)年11回実施
(３)-街頭啓発(5月)
　　　消費生活展(8月)
　　　消費者大会(11月)
　　　新成人パンフ配布(1月)
　　　高校卒業生パンフ配布（3月）

(１)-①消費生活センターに
おける相談の実施
　　-②センター機能の整備
（タブレット配備）
(２)相談員研修の実施
(３)-①消費生活展への参画
等による啓発
　　-②消費者被害防止ワー
ク会議の開催

(１)-①消費生活センターに
おける相談の実施
　　-②センター機能の整備
（タブレット配備）
(２)相談員研修の実施
(３)-①消費生活展への参画
等による啓発
　　-②消費者被害防止ネット
ワーク会議の開催

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続
現状継続とし、更に他関連団体（警察、社協、金融機関等）と連携した消費者被害防止ネッ
トワーク会議の開催を目指す。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 1,263 1,700 1,000

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,059 3,422 3,783

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債 0

その他特財 0

一般財源 1,796 1,722 2,783

 ① 合　計 3,059 3,422 3,783

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.35 0.00 0.35 0.00

総事業費①＋④ 5,929 6,292 6,653

4,500

 ④ ＝②×③ 2,870 0 2,870 0 2,870 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.35 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②消費者大会参集人数
（目標値：会場収容数600名×50％）

目標値
人

300 300 300

2021年度

活
動
指
標

①消費者の日啓発参集人数
（目標値：会場数5×啓発資料200×
配布率80％）

目標値
人

800 800 800

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値 500

1,000

実績値 263

③消費生活センター相談件数
(目標値：H29全道相談件数／道人口＝
0.70％×北広島市人口)

目標値
件

410 410 410

実績値

④ 目標値

95.4
目標値：H29全道相談解決件数/全道相談件数 実績値 95.7

成
果
指
標

相談解決率 目標値
％

95.4 95.4

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

地方における消費者行政の推進については、消費者基本法第4
条により地方公共団体の責務となっている。
また、関連する催し物への参加者も多いことから、消費者問題に
対する市民の関心は高いと言える。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するため
の方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
今後、地方の消費者行政に対する国からの財政支援が順次終
了する予定となっており、自主財源化が進むことからコスト削減
は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3

消費生活相談については、年々相談件数が増加しており、消費
生活センターの存在が必要不可欠となっていることから、消費者
の利益や安全確保に関して十分に役割を果たしている。今後も
消費生活センターの存在や相談サービスを市民にPRしていく。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
相談件数の増加とともに内容は複雑化、多様化していることか
ら、これらに対応するため、今後も相談員法律研修の実施や.相
談対応力強化を継続して実施する。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■ □

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

消費者協会の活動に対す
る支援

消費者協会活動支援（補助
金410千円）

消費者協会の活動に対
する支援

消費者協会の活動に対
する支援

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 北広島消費者協会、市民(消費者)

3 目的と内容

市民の消費生活の安定と向上を目的として、地元の消費者団体である北広島消費者協会の活動を支援する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

北広島消費者協会に対し、補助金を交付した。

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に、北広島消費者協会に対し補助金を交付する。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   3  章） 美しい環境につつまれた安全なまち

（第   8  節） 消費生活の安定

（施策   2　） 消費者保護の推進

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 消費者基本法第4条・第26条、北広島消費者協会補助金交付要領

事務事業開始年度 昭和60年

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00458 事務事業名 北広島消費者協会活動支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4614



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　同団体の活動は基本的に市民活動である。今後も同団体へ
の支援を行っていくとともに協働により消費者行政を推進してい
く。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　会員数に大きな変動は無いが、高齢を理由に退会する者を新
たな入会者により補っており、同団体とその活動内容について
周知が図られているといえる。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　昭和60年の発足以来30年以上継続して活動しているため、市
民の認知度は高いが、事業運営の担い手となっている会員の
高齢化が進んでいるため、若手の育成が必要である。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　地元の消費者団体である北広島消費者協会への活動支援
は、消費者基本法第4条による地方公共団体の責務として実施
していることから妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

220

実績値 216
成
果
指
標

同協会会員数 目標値
人

208 220

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値 1000

④消費生活展参集人数
（目標値：啓発資料数1,000部×
80％）

目標値
人

800 800 800

実績値 1000

③消費者の日啓発参集人数
（目標値：会場数5×啓発資料200×
配布率80％）

目標値
人

800 800 800

83

500
②消費者のつどい参集人数
（目標値：会場収容数80名×80％）

目標値
人

64 64 64

2021年度

活
動
指
標

①消費者大会参集人数
（目標値：会場収容数600名×50％）

目標値
人

300 300 300

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 1,640 1,640 1,640

4,500

 ④ ＝②×③ 1,230 0 1,230 0 1,230 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.15 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.15 0.00 0.15 0.00

一般財源 410 410 410

 ① 合　計 410 410 410

その他特財

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 410 410 410

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 458 ＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島消費者協会補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島消費者協会 設立年 昭和60年

 構成員(団体)数 216名 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

消費者の利益を擁護及び増進に努めるとともに、消費生活の安定及び向上に寄与することを目的
とする。（北広島消費者協会規約第1条）

 交付先団体等の
 活動内容

●消費者大会、消費者のつどいの開催
●消費生活展の実施（環境ひろば、元気ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙへの出展）
●各種講座の実施（親子クッキングなど）　●各種研修の実施（バス研修など）
●広報紙・会報紙の発行　　　　　　　　　●各種調査（油類価格調査・試買調査）
●地産地消料理レシピコンテスト　　　　　●契約米「ひろっこ大志」の取り組み

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 410 410 410

その他の補助金 134 179 134

会費 314 319 285

事業収入 182 203 90

雑収入 13 17 1

繰越金 161 196 195

収　入　合　計 （Ｂ） 1,214 1,324 1,115

716 605

慶弔費 1 3 5

予備費 0 0 43

記念事業積立金 20 50 20

支　出　合　計 （Ｃ） 1,019 1,130 1,115

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 195 194 0

支　　出

負担金 148 148 148

事務費 209 213 294

事業費 641

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 40 36 37

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

補助・交付金の算出根拠 定額

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 414 422 465

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 99 97 88



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 要検討 利用の増加を図るため、周知方法等について検討する必要がある。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

人材育成や能力開発セミ
ナー等への助成
高度な技術習得を目的とす
る講習会参加への助成

北広島市工業振興会　企
業セミナーの開催
（３回開催　延べ７８人　補
助金５４千円）

人材育成や能力開発セミ
ナー等への助成
高度な技術習得を目的と
する講習会参加への助
成

人材育成や能力開発セミ
ナー等への助成
高度な技術習得を目的と
する講習会参加への助
成

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 中小企業基本法第２条に定める中小企業のうち、市内に立地し製造業を営む企業

3 目的と内容

活力のあるまちづくりには、企業の健全経営が根幹であり、企業の健全経営には有能な人材の育成や確保が不可欠
であるため、市内に立地する企業が実施する能力開発セミナーや各種研修等に助成し、企業の健全経営を促進す
る。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

市内企業の従業員の技術・資質向上のためのセミナーや、研修会の開催、講師などの招へいに対し助成を行う。

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に補助金を交付する。
市内企業の従業員の技術・資質向上のためのセミナーや、研修会の開催、講師などの招へいに対し助成を行うが、
利用件数がここ数年１件のみとなっていることから、市内企業への周知等を実施する。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   2  節） 工業の振興

（施策   1　） 地元企業の育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市工業技術向上促進事業補助金要綱

事務事業開始年度 平成10年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（Ｈ２３～）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00516 事務事業名 企業人財づくり支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4613



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
補助対象となっている講師謝礼については、企業セミナーへの
趣旨賛同による経済的な金額となっていることから、コスト削減
は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2

セミナー参加者数等について目標には達していないが、受講者
からは継続・拡大を望む声もあり、概ね成果はあがっている。技
術取得に対する助成については利用に関する相談もない状況
である。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
セミナーのテーマや講師、日程等の工夫、技術取得助成制度の
積極的な周知活動等により制度利用数が増加する余地があ
る。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
企業の健全経営には人材確保や能力の育成などが不可欠であ
り、それらを援助する補助金は企業の発展を促進し、雇用や税
収の確保に繋がることから妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

100
【指標の定義（①実績値/目標

値）】
実績値 0

成
果
指
標

技術取得に対する助成 目標値
％

100 100

セミナー等人材育成事業 目標値
％

100 100 100
【指標の定義（②実績値/目標

値）】
実績値 65

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値

78

0
②セミナー等人材育成事業 目標値

人
120 120 120

2021年度

活
動
指
標

①技術取得に対する助成 目標値
件

2 2 2

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 874 920 920

4,500

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.10 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

一般財源 54 100 100

 ① 合　計 54 100 100

その他特財

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 54 100 100

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 50 50 50

補助・交付金の算出根拠
北広島市工業技術向上促進事業補助要綱、北広島市補助金等交付規則対象経費２
分の１以内で、かつ１つの事業に対し年間限度額　100,000円

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 162 108 160

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 5 3 4

支　出　合　計 （Ｃ） 1,757 1,910 2,200

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 563 520 0

210

予備費 0 0 100

記念事業積立金 0 230 230

事務費 4 11 30

支　　出

負担金 297 441 400

事業費 1,262 795 1,200

通信費 15 35 30

雑費 179 398

1

繰越金 605 563 520

収　入　合　計 （Ｂ） 2,320 2,430 2,200

臨時会費 350 371 259

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 81 54 80

会費 1,060 1,100 1,140

事業費 224 141 200

雑収入 0 201

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

事務局の状況
（2018年度）

□補助団体にある ■市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 55 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

企業の人材育成事業（企業セミナーや技術取得研修など）

 交付先団体等の
 活動内容

企業セミナー（３０年度　３回実施　延べ７８名参加）

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市工業技術向上促進事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市工業振興会 設立年 昭和４２年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 516 ＜継続用＞



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 要検討

創業支援は商業振興において必要な施策であり、さらに、その後の安定的な経営につな
げていくことが重要である。同事業は創業支援にとどまらず空き店舗の活用による地域の
活性化にも寄与する事業であるが、2020年度に向けて創業支援全体として支援手法を再
検討する。

2 次 評 価 要検討 事業終了も含めて、今後の在り方を検討すること。

空き店舗を利用し開業する
事業者の申請に基づき北
広島商工会が認定し助成し
た相当額を補助する。

空き店舗を利用し開業する
事業者の申請に基づき北
広島商工会が認定し助成し
た相当額を補助した。
【実績】
新規9店舗
継続4店舗
補助額5,246千円

空き店舗を利用し開業す
る事業者の申請に基づき
北広島商工会が認定し
助成した相当額を補助す
る。

空き店舗を利用し開業す
る事業者の申請に基づき
北広島商工会が認定し
助成した相当額を補助す
る。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 　北広島商工会、事業者

3 目的と内容

　大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による廃業など、空き店舗増加への対策事業を実施する北広島商
工会に対して助成する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

北広島商工会が行う空き店舗利用促進事業（店舗賃借料月額の1/2（上限75,000円）×12か月分を補助）について、
補助対象事業者に交付した額（全額）を市が助成（補填）する。

【2008～2018年度（平成20～30年度）累計実績】
空き店舗を利用し開業した店舗数　51件（うち営業継続65％）

2
0
1
9
年
度

昨年度同様、引き続き北広島商工会への支援を実施する。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   3  節） 商業の振興

（施策   1　） 各地域商業の振興・商業団体の育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市空き店舗利用促進事業補助金交付要綱

事務事業開始年度 平成20年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00519 事務事業名 空き店舗利用促進事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
商工会が事業者からの申請に基づき交付した補助金について、
市が全額補填しており、市の事務コストは少ないことから、さら
なる経費削減は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2

商工会における相談過程で、開業予定者に対して空き店舗の
利活用を積極的に勧めており、毎年見込みを超える成果があ
る。開業後の営業継続は直近5年間においては96.4％となって
おり一定の成果があがっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2

商工会において空き店舗を把握するとともに、開業予定者の相
談や経営指導を実施していることで効果が図られている。開業
後についても継続した経営指導等を行っており、制度を見直す
ことでさらなる向上の可能性はある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

2

空き店舗の増加は商店街が疲弊する要因となり、まちづくりの
上でも重要な課題であることから商業振興施策として妥当であ
るものの、平成30年度は開業件数が急増しており、支援の必要
性について慎重に検証する必要がある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

67.3

【営業継続店舗数/開業店舗累計】 実績値 64.7
成
果
指
標

店舗定着率 目標値
％

61.9 66.0

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値 33

④③のうち営業継続店舗数 目標値
件

26 35 37

実績値 51

③制度利用して開業した店舗数
（累計）

目標値
件

42 53 55

9

87
②制度利用して開業した店舗数
（当該年度）

目標値
件

2 2 2

2021年度

活
動
指
標

①空き店舗数 目標値
件

85 85 83

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 6,066 2,995 3,603

4,500

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.10 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

一般財源 5,246 2,175 2,783

 ① 合　計 5,246 2,175 2,783

その他特財

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 5,246 2,175 2,783

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債



 魅力発信

％ ％ ％

％ ％ ％

 小規模 28,601

内662は支出科
目より返還

 空き店舗
 にぎわい

内1,152は支出
科目より返還

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 空き店舗利用促進事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島商工会　　会長 藤山康雄 設立年 昭和44年

補助金等の充当
状況（2017年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 519 ＜継続用＞

事務局の状況
（2017年度）

■補助団体にある □市役所にある

 構成員(団体)数 768（商工業者会員703、賛助会員46、定款会員19） （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

商工業の総合的な改善発達を図り、経営改善普及事業の実施と併せて社会の福祉増進に寄与するこ
とを目的とする。

 交付先団体等の
 活動内容

●商工業者の金融、信用保証の相談、斡旋
●経営、技術の改善、税務、経理、労務、社会相談等の相談
●各種講習会、講演会の開催　　　●商工業に関する調査研究
●国及び道からの指定事業の実施　●空き店舗利用促進事業
●地域振興事業

2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

会費 15,471 15,865 16,040

1,000

98,621 98,138 112,000 28,460 小規模

21,535 2019年度
 小規模
 空き店舗

2018年度

2017年度

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 31,915 35,206 31,245 収入（A）の内訳

国・道補助金 24,901 25,270 27,293

繰越金 6,670 3,684 1,669

手数料・使用料・受託料 16,036 15,906 15,770

諸収入 3,628 2,207 19,983 1,814
1,500

収　入　合　計 （Ｂ）

管理費 18,843 17,046 28,351

経営改善普及事業費 26,000 25,338 30,514  空き店舗
 にぎわい

5,246
1,500

予備費 0 0 442

繰入引当金

28,070
2,175

2,530 3,069 700

地域振興事業費 17,723 20,535

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 3,684 1,669 0

支　　出

経営改善普及事業職員設置費 29,841 30,481 30,458

支　出　合　計 （Ｃ） 94,937 96,469 112,000

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 34 36 28

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
地域振興事業費の
うち空き店舗利用
促進事業費

地域振興事業費の
うち空き店舗利用
促進事業費

地域振興事業費の
うち空き店舗利用
促進事業費

補助・交付金の算出根拠
商工会が事業者に対し補助金として交付する額
（店舗賃借料月額の1/2(上限75,000円)×12か月分）

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,814 5,246 2,175

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 100 100 100



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

　商店街振興会等が実施す
る商店街の活性化にかか
る事業に対し、会員数に応
じて補助金を交付する。

商店街振興会等が実施す
る商店街の活性化にかか
る事業に対し、会員数に応
じて補助金を交付した。
（４団体総額513,000円）

　商店街振興会等が実
施する商店街の活性化
にかかる事業に対し、会
員数に応じて補助金を交
付する。

　商店街振興会等が実
施する商店街の活性化
にかかる事業に対し、会
員数に応じて補助金を交
付する。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 　地域商店街振興会（西の里、大曲、北広島中央、北広島さんぽまち）

3 目的と内容

　各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしながら商店街の賑わいと活性化を図る各種事業に対して支援
する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

　商店街の活性化を目的に、各商店街が地域の特色を生かして開催するイベントや会員の研修事業等を対象経費と
して、会員数×3,800円の限度額内で補助金を交付。

2
0
1
9
年
度

　昨年度と同様に補助金を交付する。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   3  節） 商業の振興

（施策   1　） 各地域商業の振興・商業団体の育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市地域商店街活性化事業補助金交付要綱

事務事業開始年度 昭和44年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00520 事務事業名 地域商店街活性化事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4613



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
補助金の上限額を会員数×3,800円と定めており、コスト削減の
余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
商店街の活性化を目的とした各種イベントや地域振興に関する
研修会など、各地域の実情に合った事業を企画運営しており、
成果が上がっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
各振興会において会員増加を図ることにより、地域活性化に関
する事業規模を拡大するなど、成果向上の可能性がある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
市街地の分散により、各地区の地域商店街振興会は市民（消
費者）にとって重要な役割を担っている。地域商業の振興はまち
づくりに大きく影響する行政課題であり妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

1178

補助対象経費 実績値 1113
成
果
指
標

地域活性化等に寄与する事業費 目標値
千円

1140 1178

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値

133
② 目標値

2021年度

活
動
指
標

①振興会会員数 目標値
名

150 155 155

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 923 980 980

4,500

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.05 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

一般財源 513 570 570

 ① 合　計 513 570 570

0 0 0

その他特財 0 0 0

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 513 570 570

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

西の里地区商店街振興会 設立年 昭和53年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 520-1 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 会員：8名 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

地域の特性を生かした商店街のにぎわいと活性化を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

●商店街のにぎわいを創出する事業
●商店街の活性化を図るための研修その他集会の開催

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

会費 48 48 48

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 34 30 30

その他の補助金 100 50 50

負担金 125 175 180

雑収入 8 5 10

繰越金 64 55 39

収　入　合　計 （Ｂ） 379 363 357

渉外費 13 13 13

支　　出

事業費 229 219 235

会議費 40 50 40

事務費 30 30 30

慶弔費 0 0 0

負担金 12 12 12

予備費 0 0 27

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 10 9 8

支　出　合　計 （Ｃ） 324 324 357

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 55 39 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 17 44 20

補助・交付金の算出根拠 会員数×3,800円

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 196 68 150



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

大曲商業・事業者振興会 設立年 昭和54年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 520-2 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 会員：35名 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

地域の特性を生かした商店街のにぎわいと活性化を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

●商店街のにぎわいを創出する事業
●商店街の活性化を図るための研修その他集会の開催

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

会費 180 286 310

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 152 133 133

その他補助金 50 0 50

事業収入等 790 837 800

雑収入 0 5 5

繰越金 240 50 38

収　入　合　計 （Ｂ） 1,412 1,311 1,336

交際費・活動費 107 10 90

支　　出

事業費・研修費 899 843 890

会議費 195 248 150

事務費 18 54 30

福利厚生費 20 26 20

負担金 78 42 100

予備費 44 50 14

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 11 10 10

支　出　合　計 （Ｃ） 1,361 1,273 1,294

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 51 38 42

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 27 44 46

補助・交付金の算出根拠 会員数×3,800円

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 565 300 290



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島中央商店街振興会 設立年 昭和50年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 520-3 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 会員：65名 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

地域の特性を生かした商店街のにぎわいと活性化を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

●商店街のにぎわいを創出する事業
●商店街の活性化を図るための研修その他集会の開催

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

会費 698 725 746

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 228 255 247

その他補助金 50 50 50

負担金 106 123 80

雑収入 82 152 10

繰越金 52 17 137

収　入　合　計 （Ｂ） 1,216 1,322 1,270

事務費 80 99 100

支　　出

事業費 768 658 700

会議費 222 270 270

研修費（福利厚生・親睦事業） 53 80 80

負担金 43 53 60

慶弔費 42 16 50

予備費 0 0 11

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 19 22 19

支　出　合　計 （Ｃ） 1,208 1,176 1,270

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 8 146 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 30 49 38

補助・交付金の算出根拠 会員数×3,800円

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 768 519 650



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島さんぽまち商店会
（旧名称：北広島団地商店街振興会(【～H30.6.30】）

設立年 昭和56年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 520-4 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 会員：25名 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

地域の特性を生かした商店街のにぎわいと活性化を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

●商店街のにぎわいを創出する事業
●商店街の活性化を図るための研修その他集会の開催
※平成30年7月1日付「北広島さんぽまち商店会」に名称変更

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

会費 542 418 432

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 110 95 95

その他補助金 50 50 50

事業収入 1,363 1,418 1,722

祭基金繰入・雑収入・負担金 86 143 140

繰越金 110 295 578

収　入　合　計 （Ｂ） 2,261 2,419 3,017

渉外費 13 0 30

支　　出

事業費 1,658 1,509 2,017

会議費 200 230 250

事務費 15 15 25

街作り基金 0 0 300

負担金 61 46 31

予備費・その他 19 41 364

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 6 5 3

支　出　合　計 （Ｃ） 1,966 1,841 3,017

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 295 578 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 11 42 11

補助・交付金の算出根拠 会員数×3,800円

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,029 226 850



別紙１ 北広島市

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

537 事務事業名 買物不便者対策事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 平成30年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画
〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   3  節） 商業の振興

（施策   1　） 各地域商業の振興・商業団体の育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 市民

3 目的と内容 市民の買い物環境を維持・確保する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

買い物に不便を感じている市民の属性や地域の実態、市民ニーズを把握するためのアンケート調査の実施。
地域の特性に合った買い物支援の取組方策の検討。
生活協同組合コープさっぽろと「買い物不便者支援モデル事業に関する連携協定」締結。
買い物不便者支援モデル事業「移動販売」の実施。

2
0
1
9
年
度

買い物不便者支援モデル事業「移動販売」の実施・検証。
買い物サービスの利活用を図るため、ガイドブックの作成・配布とともに関係団体や市民を対象とした講習会の開催。

買物不便者支援のための
調査検討業務委託。
市内食料品取扱店舗の買
い物サービスの現状と今後
の展望について聞き取り調
査。

買物不便者支援のための調査
検討業務委託。
（アンケート回収率69.9％）
市内食料品取扱店舗の買い物
サービスの現状と今後の展望
について聞き取り調査。
コープさっぽろと連携協定締
結。支援モデル事業として移動
販売の試行。

買い物不便者支援モデル事
業「移動販売」の実施・検
証。
買い物サービスガイドブック
作成・配布。
買い物サービス講習会の開
催。

移動販売周知支援。
買い物サービスガイド
ブック配布。
買い物サービス講習会
の開催。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

前年度評価なし(2018年度からの新規事業)

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 要検討
買い物不便者支援モデル事業「移動販売」を検証し、本格実施に向けた支援とともに市内
各地区における支援策について検討する必要がある。

2 次 評 価 要検討 1次評価のとおり



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金 900 654 800

決算額、当初予算額又は推進計画額 2,132 1,308 1,738

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 1,232 654 938

 ① 合　計 2,132 1,308 1,738

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.20 0.00 0.20 0.00

総事業費①＋④ 3,772 2,948 3,378

4,500

 ④ ＝②×③ 1,640 0 1,640 0 1,640 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.20 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②講習会開催 目標値
回

- 5 5

2021年度

活
動
指
標

①アンケート調査の回収件数 目標値
件

600 - -

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値 -

1,397 - -

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

65

【一日当たり利用客数】 実績値 -
成
果
指
標

移動販売平均利用者数 目標値
人/日

- 60

講習会参加者数 目標値
人

- 50 50

実績値 -

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
買い物環境の維持・確保は、市民の日常生活に欠かすことがで
きない。また、高齢化が進むとともに深刻化する重要な課題で
ある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3

アンケート調査は、業務委託により高い回収率となり、実態把握
に有効なものとなった。また、移動販売は民間企業との連携協
定によりモデル事業として実現しており、さらなるコスト削減の余
地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
アンケート調査は回収率が高く、実態把握に有効な調査が実施
できた。この結果をもとに、効果的で持続可能な支援の検討を
進める。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
既存の買い物サービスの利活用を図るため、町内会・自治会、
民生委員・児童委員、消費者協会、他の関係団体などを巻き込
み、地域一体となった取り組みを検討する。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

小規模事業者の経営安定
化を促進し、中小企業の支
援を行う。

北広島商工会に対して、小
規模事業指導推進費補助
金27,308千円を交付し、小
規模事業者の経営安定化
促進、中小企業の支援に寄
与した。

小規模事業者の経営安
定化を促進し、中小企業
の支援を行う。

小規模事業者の経営安
定化を促進し、中小企業
の支援を行う。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 　北広島商工会、小規模事業者

3 目的と内容

　小規模事業者の経営安定化を促進し、中小企業を支援するため、小規模事業者に対する経営指導及び経営改善
への業務指導を行う北広島商工会に対して人件費及び事業費の一部を支援する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

北広島商工会に対し、小規模事業指導推進費として補助金を交付する。

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に補助金を交付する。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   3  節） 商業の振興

（施策   2　） 商業経営の安定

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市小規模事業指導推進費補助金交付要綱

事務事業開始年度 昭和44年

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00521 事務事業名 小規模事業指導推進事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
商工会への人件費補助であり、独自財源はなく北海道と市の補
助により賄っているため、コスト削減は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
活動指標からみて商工会の活動は、小規模事業者に対し充分
に機能している。また直接小規模事業者に経営改善等の指導
を行うことから有効性は高い。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
小規模事業者に対して直接的な指導を実施する公益団体とし
て、巡回相談、窓口相談等の経営改善普及事業を実施すること
で商工業の発展に効果を上げている。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
商工会は、その専門性を以て小規模事業者の経営に関する諸
問題に対応し、経営の安定並びに商工業の振興に寄与してい
ることから行政としての補助は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

44.6

窓口相談指導事業者数÷総会員数×100 実績値 32
成
果
指
標

商工会会員に対する相談・指導実施割合 目標値
％

44.6 44.6

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値 753

③会員数 目標値
人

768 768 768

1,363

692
②窓口相談件数 目標値

件
1,300 1,300 1,300

2021年度

活
動
指
標

①巡回相談件数 目標値
件

800 800 800

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 28,128 29,549 29,979

4,500

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.10 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

一般財源 27,308 28,729 29,159

 ① 合　計 27,308 28,729 29,159

0 0 0

その他特財 0 0 0

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 27,308 28,729 29,159

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債



2018年度

2019年度

 にぎわい

％ ％ ％

％ ％ ％

1,814
1,500

 
小規模 28,460※内1,152は

返還金として繰入
引当金支出計上

5,246
1,500

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 52 92 96
（A）の内、小規模事業補助金のみ
を対象

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 34 36 28

支　出　合　計 （Ｃ） 94,937 96,469 112,000

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ）

補助・交付金の算出根拠 北海道小規模事業指導推進費補助金交付要綱による補助金を超える額の100分の100

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
経営改善普及事業
職員設置費、経営
改善普及事業費

経営改善普及事業
職員設置費、経営
改善普及事業費

経営改善普及事業
職員設置費、経営
改善普及事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 53,985 29,541 29,239

3,684 1,669 0

繰入引当金 2,530 3,069 700

 小規模
 空き店舗

28,070
2,175

1,000

支　　出

経営改善普及事業職員設置費 29,841 30,481 30,458

経営改善普及事業費 26,000 25,338 30,514

管理費 18,843 17,046 28,351

予備費 0 0 442

3,628 2,207 19,983

手数料・使用料・受託料 16,036 15,906 15,770

地域振興事業費 17,723 20,535 21,535

15,471 15,865 16,040

 
小規模 28,601※内662は返

還金として繰入引
当金支出計上

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 31,915 35,206 31,245 収入（A）の内訳

国・道補助金 24,901 25,270 27,293

繰越金 6,670 3,684 1,669

収　入　合　計 （Ｂ） 98,621 98,138 112,000

諸収入

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 521 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

 構成員(団体)数 753（商工業者会員703、賛助会員46、定款会員19） （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

商工業の総合的な改善発達を図り、経営改善普及事業の実施と併せて社会の福祉増進に寄与することを目的とす
る。

 交付先団体等の
 活動内容

●商工業者の金融、信用保証の相談、斡旋
●経営、技術の改善、税務、経理、労務、社会相談等の相談
●各種講習会、講演会の開催　　　●商工業に関する調査研究
●国及び道からの指定事業の実施　●空き店舗利用促進事業
●地域振興事業

 空き店舗
にぎわい

 空き店舗
にぎわい

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 小規模事業指導推進費補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島商工会　会長　藤山康雄 設立年 昭和44年

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

2017年度

会費



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00524 事務事業名 企業誘致推進事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4613

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市企業立地促進条例

事務事業開始年度 昭和39年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（Ｈ２３～）〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   4  節） 企業誘致・創業支援

（施策   1　） 企業誘致の推進

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 道内・道外の製造業又は流通業の企業など

3 目的と内容

北広島輪厚工業団地や民間所有の分譲地への企業誘致活動を展開し、優良な企業の立地によって地域経済の活
性化や雇用創出の場の確保など、活力あるまちづくりを目指す。また、企業誘致活動の一環である雇用創出の場を
確保するための支援策として、北広島市企業立地促進条例に基づき、事業所の新増設者に対する市内居住者雇用
奨励金を交付する。（1人50万円/年）

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

北広島輪厚工業団地の早期完売を目指し、北広島市土地開発公社と連携して進出希望企業の把握や情報収集を行
うとともに、企業等の所有する工業用地の売買についても協力する。
また、北広島市企業立地促進条例に基づき、事業所の新増設事業者に対して市内居住者雇用奨励金を交付すると
ともに、新たな商工業系土地利用について検討するための調査委託を行う。

2
0
1
9
年
度

昨年度同様に事業を実施する。
北広島輪厚工業団地の早期完売を目指し、北広島市土地開発公社と連携して進出希望企業の把握や情報収集を行
うとともに、企業等の所有する工業用地の売買についても協力する。
また、北広島市企業立地促進条例に基づき、事業所の新増設事業者に対して市内居住者雇用奨励金を交付すると
ともに前年度の調査結果を踏まえ、今後の商工業系土地利用の方向性について検討を進める。

進出希望企業を訪問するな
どの誘致活動
事業所の新増設者に対す
る市内居住者雇用奨励金
(50万円/人・3年)を交付
新たな商工業系土地利用
について開発の可否を判断
するための調査委託を行
う。

北広島輪厚工業団地１区
画分譲
雇用奨励金（6社16,000万
円）交付
商工業系土地利用基礎調
査委託を実施

進出希望企業を訪問す
るなどの誘致活動
事業所の新増設者に対
する市内居住者雇用奨
励金(50万円/人・3年)を
交付
前年の調査結果を踏ま
え、土地利用に関する方
向性を決定

進出希望企業を訪問す
るなどの誘致活動
事業所の新増設者に対
する市内居住者雇用奨
励金(50万円/人・3年)を
交付

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続
継続して企業誘致活動や雇用奨励金の交付を実施し、新たな商工業系土地利用について
の検討を続ける。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 19,581 21,003 25,000

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 19,581 21,003 25,000

 ① 合　計 19,581 21,003 25,000

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.20 0.00 0.20 0.00

総事業費①＋④ 21,221 22,643 26,640

4,500

 ④ ＝②×③ 1,640 0 1,640 0 1,640 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.20 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

② 目標値

2021年度

活
動
指
標

①企業訪問数 目標値
回

11 10 10

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

9

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

0
【指標の定義（単年面積/全面

積）】
実績値 2

成
果
指
標

分譲率（単年） 目標値
％

2 4

分譲率（累計） 目標値
％

96 100 100
【指標の定義（累計面積/全面

積）】
実績値 97

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
企業誘致活動により優良な企業が立地することで、地域経済の
活性化や雇用創出など、活力あるまちづくりにつながることから
妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
北広島輪厚工業団地をはじめ、今後も市内進出企業の増加が
見込まれ、更なる雇用奨励金の活用が考えられることからコスト
削減は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
企業誘致活動を積極的に行った結果、新規企業の立地につな
がっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
北広島輪厚工業団地及び民間所有地への企業誘致、また、新
たな商工業系土地利用の検討など向上する余地がある。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00525 事務事業名 コミュニティビジネス創業支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市コミュニティビジネス創業支援事業補助金交付要綱

事務事業開始年度 平成20年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～　）〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   4  節） 企業誘致・創業支援

（施策   2　） 創業支援

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 コミュニティビジネスの創業に取り組む団体、個人

3 目的と内容

　コミュニティビジネスアドバイザーを設置し、少子高齢化、コミュニティ醸成、環境保全、教育、地産地消などの地域
課題の解決をビジネスとして取り組む団体、企業、個人に支援を行い、起業の促進と地域の活性化を図る。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

アドバイザーを設置し、コミュニティビジネスに係る相談を実施する。また、支援事業に指定したコミュニティビジネスに
対して創業支援補助金を交付する。

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に創業相談及び補助金を交付する。
また、これまでの指定事業者を対象に事例紹介や意見交換の機会を提供する。

　アドバイザーを設置しコ
ミュニティビジネスに係る相
談を実施するとともに、コ
ミュニティビジネスに取り組
む団体等の創業時に要す
る経費に対し、補助金を交
付する。

アドバイザーを設置しコミュ
ニティビジネスに係る相談
を実施。（5件）
コミュニティビジネスに取り
組む団体等の創業時に要
する経費に対し、補助金を
交付。（新規4件1,561千円、
継続1件230千円）

　アドバイザーを設置しコミュ
ニティビジネスに係る相談を
実施するとともに、コミュニ
ティビジネスに取り組む団体
等の創業時に要する経費に
対し、補助金を交付する。指
定事業者を対象に情報交換
の機会を提供する。

　アドバイザーを設置しコミュ
ニティビジネスに係る相談を
実施するとともに、コミュニ
ティビジネスに取り組む団体
等の創業時に要する経費に
対し、補助金を交付する。指
定事業者を対象に情報交換
の機会を提供する。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

1,065

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 1,901 4,377 2,130

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 854 2,188

地方債

その他特財

一般財源 1,047 2,189 1,065

 ① 合　計 1,901 4,377 2,130

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費①＋④ 2,721 5,197 2,950

4,500

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.10 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②指定事業件数 目標値
件

3 4 2

2021年度

活
動
指
標

①相談件数 目標値
件

4 8 4

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値 4

5

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

50

【創業支援指定事業数/相談件数】 実績値 80
成
果
指
標

指定創業実現率 目標値
％

50 50

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
地域住民が主体となり地域課題についてビジネス的手法を用い
て解決するものであり、行政の手の届かない課題についてきめ
細やかに対応できるため、創業支援は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3

創業時の経費負担を軽減することで、今後継続的に地域の課
題解決に取り組む事業が展開されていくことが期待できる。
また、確実な事業推進のためには専門アドバイザーの設置が重
要であるため、コスト削減は困難である。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
平成30年度は5件の相談があり、4件を支援事業に指定し、創業
に結びついており、成果が上がっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2

地域の課題解決に向けたビジネスの創業について、専門アドバ
イザーによる創業相談等の取り組みの継続により創業とともに
安定した経営への寄与、また、指定事業者等を対象に情報交換
の機会を提供することで一層地域への定着が期待できる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

要検討
求職者等の利便性を向上させるため、地域職業相談室の運営方法等について、引き続き検討する
こと。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続
就職実績が伸びていることから現状継続とするが、さらなる成果向上のため、引き続き、市内企業の
ニーズ調査を実施し、また、求職状況や先進都市の状況等を踏まえ、各種雇用関連事業との連携
について検討する。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

就職支援推進員（再任用職
員）を配置し、相談室の管理・
運営を行う。また、国では求人
情報検索パソコンや就職相談
員を配置し、専門的な指導・支
援を行う。

就職支援推進員（再任用職
員）1名を配置し、国と共同で
地域職業相談室を運営。
・自己検索　　　4,449件
・就職相談　　　4,267件
・職業紹介　　　1,712件
・利用者延べ　 10,428人
・就職　　　　　　556人

就職支援推進員（再任用職
員）を配置し、相談室の管
理・運営を行う。また、国で
は求人情報検索パソコンや
就職相談員を配置し、専門
的な指導・支援を行う。

就職支援推進員（再任用職
員）を配置し、相談室の管
理・運営を行う。また、国で
は求人情報検索パソコンや
就職相談員を配置し、専門
的な指導・支援を行う。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 　求職者

3 目的と内容

　国（ハローワーク）との連携により、地域職業相談室(ジョブガイド北広島)を運営し、求人情報の提供、職業相談、失業者相談を
実施することにより、求職者等への利便性の向上を図り、就職促進を図る。就職支援推進員（再任用職員）を配置。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

●職業相談・職業紹介・求人情報の提供とともに求人情報の自己検索機器の設置（ハローワーク札幌東の相談員が常勤）
●市政に関する相談・失業者の相談受付
●相談室の維持管理費の負担及び就職支援推進員（再任用）1名を配置

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に事業を継続する。
●職業相談・職業紹介・求人情報の提供とともに求人情報の自己検索機器の設置（ハローワーク札幌東の相談員が常勤）
●市政に関する相談・失業者の相談受付
●相談室の維持管理費の負担及び就職支援推進員（再任用）1名を配置

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   6  節） 労働環境の整備

（施策   1　） 就業機会の拡大と安定化

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 職業安定法、ふるさとハローワーク（市町村連携型）設置運営要領

事務事業開始年度 平成18年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（Ｈ２３～）
〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00528 事務事業名 地域職業相談室運営事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4614



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するための方
法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減につい
て具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
効率的に事業を実施しており、市民からは求職に関するニーズ、市内
企業からは人員確保の需要が高いことから、コスト削減は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
施設利用者数は年々減少傾向にあるが、就職者数については一定程
度の成果が得られており実績は上昇している。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
就業を目指す多くの市民に利用される施設を目指すとともに、市内企
業の人材確保のためには、施設のより幅広い周知や相談体制の充実
などについて検討する必要がある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

公共職業安定機関が設置されていない市町村において、国と市町村
の連携により職業相談、職業紹介サービスを行い、就職の促進及び利
便性の向上を図ることを目的に共同設置した職業相談施設であること
から妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

530

【指標の定義（算式等）】 実績値 556
成
果
指
標

就職者数 目標値
人

520 525

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値

10,428

② 目標値

2021年度

活
動
指
標

①利用者延べ人数 目標値
人

10,200 9,000 7,800

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 5,363 5,618 5,468

4,500

 ④ ＝②×③ 492 2,475 492 2,475 492 2,475

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.06 0.55

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.06 0.55 0.06 0.55

一般財源 2,396 2,651 2,501

 ① 合　計 2,396 2,651 2,501

0 0 0

その他特財 0 0 0

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 2,396 2,651 2,501

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00529 事務事業名 季節労働者通年雇用促進支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 通年雇用促進支援事業実施要領（厚生労働省）

事務事業開始年度 平成19年度

個別計画等 　
〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   6  節） 労働環境の整備

（施策   1　） 就業機会の拡大と安定化

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 北広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会

3 目的と内容

　市内の季節労働者の通年雇用化を促進支援するための各種事業を実施する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

市を含む関係6団体で構成される「北広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会」を設置し、通年雇用化を促進するための各
種事業を実施する。
【事業内容】
①協議会自らが提案し実施する事業（国委託費で実施）
②地域自らが実施する取組事業（市・道の負担金で実施。市・道の負担金額は国委託事業の管理費1割以上が条件）

2
0
1
9
年
度

昨年と同様であるが、市を含む関係6団体で構成される「北広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会」を設置し、通年雇用化
を促進するための各種事業を実施する。
【事業内容】
①協議会自らが提案し実施する事業（国委託費で実施）
②地域自らが実施する取組事業（市・道の負担金で実施。市・道の負担金額は国委託事業の管理費1割以上が条件）

通年雇用人材育成･セミナー
の開催などの各種事業に取り
組む北広島市通年雇用促進
支援協議会の運営及び市負
担金の支出

・人材育成事業参加者：7名
・求人開拓：336社
・事業所向けセミナー参加企
業：17社
・職業相談者：41名
・通年雇用化数：47名
・市負担金：92,177円

通年雇用人材育成･セミ
ナーの開催などの各種事業
に取り組む北広島市通年雇
用促進支援協議会の運営
及び市負担金の支出

通年雇用人材育成･セミ
ナーの開催などの各種事業
に取り組む北広島市通年雇
用促進支援協議会の運営
及び市負担金の支出

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 93 365 365

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 93 365 365

 ① 合　計 93 365 365

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.17 0.00 0.17 0.00

総事業費①＋④ 1,487 1,759 1,759

4,500

 ④ ＝②×③ 1,394 0 1,394 0 1,394 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.17 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②通年雇用化数 目標値
人

127 78 80

2021年度

活
動
指
標

①季節労働者数 目標値
人

374 336 256

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値 47

414

実績値 7

③通年雇用人材育成事業　資格取
得者数（延べ）

目標値
人

41 23 23

実績値

④ 目標値

31.3

【通年雇用化数÷季節労働者数】 実績値 11.4
成
果
指
標

通年雇用化割合 目標値
%

34.0 23.2

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
国が行っていた雇用保険特例一時金の縮小等に代わる季節労働者支
援策として実施する事業であることから妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するための方法
はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減について
具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
協議会の財源は、国、道、市の財源割合が定められていることから、
極端なコスト削減を行うことは難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
市内に在住する季節労働者は通年雇用化等を理由に年々人数が減
少していることから、通年雇用化数等の成果においても、年々減少して
いる。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
リーフレット等を用いた周知や今年度より新たに実施する企業紹介誌
の発行など、様々な事業を実施することで季節労働者の通年雇用化を
促進する。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00530 事務事業名 シルバー人材センター活動支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律　外

事務事業開始年度 昭和62年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（Ｈ２３～）〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   6  節） 労働環境の整備

（施策   1　） 就業機会の拡大と安定化

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 公益社団法人　北広島市シルバー人材センター

3 目的と内容

　高年齢者に臨時的かつ短期的な仕事を確保し、提供して、高年齢者の生きがいと活力ある地域社会づくりのための
活動を行うシルバー人材センターへの補助事業を実施する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

公益社団法人北広島市シルバー人材センターへの補助を行った。

●会員数・・・516人、契約金額・・・222,610,798円
●普及啓発・・・会報発行、市広報掲載、パネル展開催、「一日奉仕デー」実施
●就業機会確保・・・企業及び団体等の訪問による就業機会開拓
●花苗育成・販売、木工品の製造及び販売

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に公益社団法人北広島市シルバー人材センターへの補助を行う。

●会員数・・・562人、契約金額・・・222,000,000円
●普及啓発・・・会報発行、市広報掲載、パネル展開催、「一日奉仕デー」実施
●就業機会確保・・・企業及び団体等の訪問による就業機会開拓
●花苗育成・販売、木工品の製造及び販売

シルバー人材センターの運
営費及び事業費への補助

シルバー人材センターの運
営費及び事業費への補助

【補助金】12,000千円
・会員数　516人
・就業率　83.3％

シルバー人材センターの
運営費及び事業費への
補助

シルバー人材センターの
運営費及び事業費への
補助

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 現状継続 現状継続とする。

2 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 12,000 12,000 12,000

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債 0 0 0

その他特財 0 0 0

一般財源 12,000 12,000 12,000

 ① 合　計 12,000 12,000 12,000

4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費①＋④ 12,820 12,820 12,820

4,500

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.10 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②就業人日 目標値
人日

45000 45000 45000

2021年度

活
動
指
標

①会員数 目標値
人

530 530 530

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値 43585

516

実績値 2328

③受注件数 目標値
件

2500 2500 2500

実績値

④ 目標値

88

【就業者数÷会員数】 実績値 83.8
成
果
指
標

会員の就業率 目標値
％

88 88

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

高年齢者の雇用環境については、年金支給開始年齢の段階的
引き上げにより、安定した雇用の確保が求められており、本事
業により雇用機会の確保のほか、社会参加や生きがいづくりな
どの福祉の増進にも寄与している。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3

シルバー人材センターへの国の交付金額は地方自治体の補助
金額を上限として交付されており、年金支給開始年齢の段階的
引き上げ等によって国の補助金額が年々増加していることか
ら、コスト削減は難しい。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
会員就業率は目標値に達していないが、「一日奉仕デー」や「シ
ルバーふれあい祭り」の実施等により、高齢者の生きがいづくり
に寄与している。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
会員数はほぼ横ばいで推移しているが、会員の就業先をより多
く開拓することで成果向上の余地はあるものと考える。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 31 42 41

補助・交付金の算出根拠 「北広島市シルバー人材センター事業補助金交付要領」より、当該補助金を交付。

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 運営費･事業費 運営費･事業費 運営費･事業費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 39,221 28,361 28,972

公益社団法人のため、予算に係
る収益は0以下となる。

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 5 5 5

支　出　合　計 （Ｃ） 227,515 223,600 227,754

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 1,468 418 △ 1,739

支　　出

事業費 221,193 218,894 222,956

管理費 6,322 4,706 4,798

603

収　入　合　計 （Ｂ） 228,983 224,018 226,015

会費 1,573 1,523 1,585

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 12,000 12,000 12,000

連合補助金 11,541 11,739 12,000

事業収入 203,073 198,244 199,827

その他 796 512

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2017年度 (決算) 2018年度 (決算) 2019年度 (予算) 備 考

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 会員５１６人 （2019年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

本団体は、高齢者に臨時的かつ短期的な仕事を確保し、提供して、高年齢者の生きがいと活力ある地域社
会づくりのために活動している。

 交付先団体等の
 活動内容

上記目的達成のため以下の事業を実施。

①普及啓発事業　②就業機会の確保　③社会貢献活動　④安全対策と事故防止
⑤独自事業　⑥会員の福利厚生　⑦組織の活性化　⑧財政基盤強化対策

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 シルバー人材センター活動支援事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

公益社団法人　北広島市シルバー人材センター 設立年 昭和62年

別紙2 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 530 ＜継続用＞



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

要検討 雇用情勢の変化に応じ、成果を向上させることができるよう検討すること。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 要検討

2018年度から市内企業訪問によるヒアリングやジョブガイド北広島来所者へのアンケート
調査を実施し、雇用施策についてのニーズ把握を行っている。
今後も引き続きニーズ把握を行いながら、各種雇用関連事業の内容を踏まえ見直しを検
討する。

2 次 評 価 要検討 事業終了も含め、今後の在り方を検討すること。

若年求職者等を新規雇用
し、市内中小企業の活性化
及び市内定住人口の増加
を図る。

・新規雇用者数　10名 若年求職者等を新規雇
用し、市内中小企業の活
性化及び市内定住人口
の増加を図る。

若年求職者等を新規雇
用し、市内中小企業の活
性化及び市内定住人口
の増加を図る。

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 市内居住の若年求職者を新規雇用した市内中小企業等

3 目的と内容

　若年層新規雇用助成金交付事業
　若年層における雇用促進と定住促進を図るため、中小企業における新規雇用に対して助成金を交付する。
対象労働者1名につき300千円の支給（ただし、1事業主あたり3名まで）。定員10名。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

35歳未満の若年求職者を新規雇用した市内中小企業に対して助成金（1名当たり300千円）を交付。

2
0
1
9
年
度

昨年度と同様に助成金を交付する。
今年度から制度の目的に「若年層の職場定着」を加え、対象となる事業主の要件に「対象労働者に対し、公的機関ま
たは民間事業者等が主催する研修や、外部講師による研修等を１つ以上受講させること」を追加した。また、対象労
働者の雇用期間の要件を3か月から6か月に変更した。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   4  章） 活気ある産業のまち

（第   6  節） 労働環境の整備

（施策   1　） 就業機会の拡大と安定化

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市若年層新規雇用助成金交付要綱

事務事業開始年度 平成20年度

個別計画等 北広島市商工業振興基本計画（H23～）〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00535 事務事業名 雇用対策事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4613



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

2
制度創設当初より有効求人倍率が大きく上昇しており、雇用情
勢の変化に対応した制度を検討する必要があることから、制度
見直しにあたり、コスト削減についても検討を行う必要がある。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3 目標値である10名の市内求職者の雇用が図られた。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
有効求人倍率が1倍を超える傾向にあることから、本事業の活
用が図られる余地はあるが、制度創設当初と比べ雇用情勢が
変化しているため、制度について改めて検討する必要がある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

2
市内中小企業の人材確保支援及び市内定住人口の増加を目
的とした事業であり、補助することは妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

80

（累計） 実績値 33
成
果
指
標

雇用された新規求職者数 目標値
人

65 70

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値

10
② 目標値

2021年度

活
動
指
標

①雇用された新規求職者数
（当該年度）

目標値
人

10 5 10

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 3,411 1,912 3,412

4,500

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.05 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

一般財源 3,001 1,502 3,002

 ① 合　計 3,001 1,502 3,002

0 0 0

その他特財 0 0 0

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

0

道支出金 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,001 1,502 3,002

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 2020年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1 次 評 価 要検討
求職者と企業とのマッチングや職場定着につながる有効な事業であるが、北広島市まち・ひと・しご
と創生総合戦略の推進期間がが2019年度で終了となるため、対象者の幅や支援手法、また、成果
を維持しつつ経費縮減を図る内容となるよう検討する。

2 次 評 価 要検討 事業終了も含めて、今後の在り方を検討すること。

委託により事業を実施する。
（研修生15名）

委託により事業を実施した。
（研修生13名）
・職場実習参加者　13名
・就職者数　11名（うち、職場
実習先への就職者9名）
・就職率　85％（うち、市内企
業への就職率69%）

委託により事業を実施す
る。
（研修生15名）

委託により事業を実施す
る。
（研修生15名）

【評価結果・評価コメント】

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 市内に居住する働く意欲のある女性

3 目的と内容

出産や育児等で仕事にブランクのある女性を対象に、ビジネスマナー、パソコンスキル習得の座学研修と就職を目的とした職場
実習を行い、職場復帰を目指す。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
8
年
度
ま
で

市内に居住する働きたい女性を受託先の社員として雇用し、約2か月の座学研修を行った後、市内を中心とした企業で職場実習
を実施することで、就職促進を図る。

2
0
1
9
年
度

市内に居住する働きたい女性を委託先の社員として雇用し、約1か月半の座学研修を行った後、市内を中心とした企業で職場実
習を実施することで、就職促進を図る。

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   6  章） にぎわい・活力のあるまち

（第   1  節） 地方創生の推進

（施策   1　） 妊娠・出産・子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 　

事務事業開始年度 平成28年度

個別計画等 北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略
〃  終了予定年度

2019年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00871 事務事業名 働きたい女性のための再就職支援事業 担当部署 経済部商工業振興課 電話 4612



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するための方法
はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減について
具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

2
2019年度に研修・実習期間を短縮しコスト削減に取り組んでいることか
ら、研修生・参加企業等アンケートや成果を検証し、さらなるコスト削減
の可能性について検討する。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
研修生15名の目標に対し13名の事業参加となった。しかしながら目標
に達していないものの、11名の就職に結びついており、一定の成果は
あがっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
求職者に対し、より積極的に市内企業のＰＲを行うことで、市内企業へ
の就職率を向上させ、また人材不足の解消につなげられる可能性が
ある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
本事業は北広島市総合戦略に位置付けられており、市内企業の人材
確保、求職支援は自治体の重要な課題であることから妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

15

【就職者数】 実績値 11
成
果
指
標

就職者数 目標値
人

15 15

就職率 目標値
％

100 100 100

【就職者数÷事業参加者数】 実績値 85

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値

13

13

②職場実習参加者数 目標値
人

15 15 15

2021年度

活
動
指
標

①事業参加者数 目標値
人

15 15 15

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2018年度 2019年度 2020年度

実績値

総事業費①＋④ 15,121 13,886 13,939

4,500

 ④ ＝②×③ 1,804 0 1,804 0 1,804 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

0.22 0.00

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500 8,200

② 人　数（年間） 0.22 0.00 0.22 0.00

一般財源 6,659 6,041 6,068

 ① 合　計 13,317 12,082 12,135

その他特財

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

6,067

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 13,317 12,082 12,135

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 6,658 6,041

地方債



別紙１ 北広島市
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